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オンライン学習教材等 利用規約 

第 1 条（利用規約の適用と定義等） 

１．株式会社城南進学研究社（以下「当社」という）は、まなびポケット（NTT ドコモビジネ

ス株式会社の提供する「クラウド型教育プラットフォーム」）より当社の提供するオンライ

ン学習教材「デキタス」（以下「デキタス」という）を利用する自治体学校等（以下「申込

者」という）に対して、この利用規約（以下「本規約」という）に基づき、デキタスの利用

にかかるネット配信サービス（以下「本サービス」という）を提供します。 

２．NTT ドコモビジネス株式会社より当社宛に提出された申込書が当社内で処理され次第、当

社は、本規約に基づき本サービスの提供を開始します。 

第 2 条（アカウント等の発行・変更・利用） 

１．当社は、児童生徒及び教職員（以下「会員」という）に対して、必要な数のアカウント及

びパスワード（以下「アカウント等」という）を発行します。 

２．アカウント等の利用に際しては、申込者は本規約を遵守しなければならず、また、申込者

の会員に対し、本規約を遵守させなければなりません。 

第 3 条（本サービスの提供に関する保証） 

１．本サービスの提供時間は、１日２４時間年中無休とします。但し、以下の各号のいずれか

に該当する場合に、当社は本サービスの一部または全部を必要な間、停止することがありま

す。 

（１） システムの点検を行う場合 

（２） 本サービスを提供する為のシステムに障害が発生した場合 

（３） 当社または当社が利用する電気通信設備にやむを得ない障害が発生した場合 

（４） 第三者の故意または過失による不具合に対策を講じる必要がある場合 

（５） 電気通信事業者が電気通信役務の提供を停止することにより本規約に基づくサービスの

提供を行うことが困難になった場合 

２．当社は前項（１）号から（５）号までの事由に基づく本サービスの停止によって生じた申

込者、申込者の会員及び第三者の損害につき一切の責任を負いません。 

第 4 条（禁止事項、利用の停止） 

１．申込者及び申込者の会員は、本サービスの利用にあたって次の各号に該当する事項（以下

「禁止事項」という）を行ってはなりません。当社は、申込者または申込者の会員が禁止事

項を行ったことを発見した場合には、申込者に事前に通知または通告することなく、本サー



ビスの提供を停止することができます。なお、当社は申込者または申込者の会員が行った禁

止事項により損害を被ったときは、申込者に対して賠償を求めることができます。 

（１） 日本の法律に反する違法行為 

（２） 第三者に損失または損害を与える行為 

（３） 人権を侵害する行為、またはそのおそれのある行為 

（４） 誹謗、中傷など、公序良俗に反する行為、またはそのおそれのある行為 

（５） 犯罪的行為、犯罪的行為に結びつく行為、またはそのおそれのある行為 

（６） 本サービスの運営を妨げる行為、またはそのおそれのある行為 

（７） コンピュータウィルス等有害なプログラムを本サービスを通じて、もしくは本サービス

に関連して使用し、または提供する行為 

（８） 本サービスの利用で知り得た、当社または第三者の営業秘密を漏洩する行為 

（９） 当社が公序良俗に反すると判断したサービスに利用する行為 

（10） 事実に反する情報を提供する行為 

（11） 第三者または当社の著作権、その他の権利を侵害する行為または侵害するおそれのある

行為 

（12） 本規約に違反する行為 

（13） 他ユーザーの個人情報を不当に収集し蓄積する行為 

（14） 当社が申込者に提供するオンライン学習教材に接続しているサーバーもしくはネットワ

ークを妨害したり、混乱させたりする行為 

２．申込者または申込者の会員が前項各号の禁止事項を行った場合、その禁止事項に関する責

任は申込者または申込者の会員自身が負うものとし、当社は一切の責任を負いません。 

第 5 条（広告活動・テリトリー） 

申込者がその費用負担において、宣伝広告活動等を行うにあたり、当社または本サービスの

名前及びロゴマークを使う場合は当社に対し、事前に宣伝広告活動等の内容（対象者、媒

体、部数等）を申告し、当社の承諾を得なければなりません。 

第 6 条（守秘義務・個人情報の取り扱い） 

１．当社及び申込者（以下「両当事者」という）は、本規約に基づき相手方から開示された情

報を守秘し、第三者に開示してはなりません。 

２．本条に定める守秘義務は次の場合には適用しません。 



(1) 開示を受けた時点ですでに公知となっていた情報 

(2) 開示を受けた時点ですでに保有していた情報 

(3) 開示を受けた後、当事者の責めに帰すべき事由によらずして公知となった情報 

(4) 開示を受けた後、正当な権限を有する第三者から守秘義務を負うことなく取得した情報 

(5) 開示を受けた後、開示された情報と無関係に独自に開発し、または創作した情報 

(6) 法令、政府機関、裁判所の命令により開示が義務付けられた情報 

３．当社は原則として個人情報を受け取らないものとします。 

４．当社は業務の遂行上やむを得ず申込者より個人情報の提供を受ける場合は、提供を受けた

個人情報を適切に管理します。また、当社は提供を受けた個人情報を、有効期間における本

サービスの提供業務の遂行に必要な場合のみに使用します。 

第 7 条（セキュリティ） 

１．申込者は、申込者の職員、会員または第三者が本サービスを不正に利用することのないよ

う、アカウント等に関する情報を適切に管理しなければなりません。 

２．万が一、当社が申込者に対して発行したアカウント等に関連して本サービスの不正利用が

判明した場合、申込者は責任をもってこれに対処するものとします。また、申込者は当社に

対し経過及び結果を報告するものとします。 

第 8 条（免責） 

１．当社は、通信サービスの性質上、その原因に関わらず、申込者ならびに申込者の会員が本

サービスの利用に関して被った速度の低下、復旧不能なデータ破壊などの損害について賠償

の責任を負いません。 

２．本サービスを利用する上で申込者ならびに申込者の会員が通信するコンテンツは、送受信

の過程で、様々のネットワークを経由するため、接続しているネットワークや機器、機材に

よっては、それらの接続やそれらを通過するために必要なデータ、信号等の変更がなされる

ことがあることを、申込者は承諾し、申込者の会員にもその旨周知するものとします。 

３．当社は本サービスの内容の瑕疵及びそのシステムの瑕疵に帰するもの以外を原因とした、

申込者と申込者の会員との間のトラブルについては何ら責任を負わないものとします。 

第 9 条（天災等についての免責） 

当社は、天災、火災、騒乱等の不可抗力、電気通信事業者の提供する電気通信役務の不具合、

またはその他当社の責に帰すことのできない事由により、本規約上の義務を履行できない場合

には、その責を免れます。 



第 10 条（解除・期限の利益喪失） 

１．両当事者が次の各号の一に該当した場合、催告なくして本規約上の債務の期限の利益を失

い、相手方は本サービスの全部または一部を解除することができます。 

(１) 本規約の一に違反した場合 

(２) 差押え、仮差押え、仮処分、競売の申立て、公租公課の滞納処分その他公権力による処分

を受けた場合 

(３) 破産、民事再生、会社更生、特別清算の申立を受け、または申立をした場合もしくは特定

調停の申立てをした場合 

(４) 解散、経営の全部または重要な部分の譲渡決議をした場合 

(５) 経営を廃止した場合 

(６) 監督官庁より経営の停止命令を受け、または経営に必要な許認可の取消処分を受けた場合 

２． 両当事者が第１項のいずれかに該当し、相手方に損害を与えた場合、加害当事者はこれを

賠償しなければなりません。 

第 11 条（本サービス内容の追加・変更・廃止） 

当社は申込者に提供するオンライン学習教材等の内容・機能について、予告なく追加、更新、

変更や一部廃止を行うことができるものとします。 

第 12 条（本サービス終了後の効果） 

本サービスの契約が解除され、もしくは終了した場合、本規約は将来に向かって効力を失いま

す。 

第 1３条（譲渡・再販売禁止） 

１．両当事者は本サービスもしくは本サービスの契約から生じる権利義務の全部または一部を

事前の相手方の承諾なくして第三者に譲渡または再販売してはなりません。 

２．申込者は申込者の会員以外の第三者に対してデキタスのライセンスを提供することはでき

ません。 

第 1４条（協議解決） 

本規約の解釈に疑義が生じた場合、または本規約に定めのない事項については、当社及び申込

者は誠意をもって協議し、解決しなければなりません。 

第 1５条（裁判管轄） 

本サービスの利用から生じる一切の紛争については、被告の本店所在地を管轄する裁判所を第

一審の専属的合意管轄裁判所とします。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

------------------------------------------------------------ 
お問い合わせ先 

【開発元】 株式会社 城南進学研究社 

      教育事業本部 

■ 本社所在地 〒210-0007 神奈川県川崎市川崎区駅前本町 22-2 

■ ＴＥＬ     044-246-5211 

■ メール     k-solution@johnan.co.jp 

mailto:k-solution@johnan.co.jp

